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１日 ６月日銀短観、企業景況感大幅低下

６月の日銀短観では、厳しい状況にある製造業を反映し、全産業にお

ける業況判断DIは３月調査のマイナス４からマイナス31と大幅低下。

２日 日銀、デジタル通貨へのリポート公表

日銀は、中央銀行が発行するデジタル通貨の実現を見据え

た準備として、技術面の論点をまとめたリポートを公表。

３日 2019年度の税収総額、２年ぶり60兆円割れ

財務省は2019年度税収総額が18年度比約２兆円少ない

58.4兆円と発表。税収が60兆円を割り込んだのは２年ぶり。

７日 日銀６月期生活意識調査、個人の景況感大幅悪化

日銀の６月期「生活意識に関するアンケート調査」で、現在の景

況感（DI）はマイナス71.2と前回調査（３月期）比34.9P 低下。

７日 総務省５月家計調査、消費支出前年同月比16.2％減

５月の家計調査で、２人以上の世帯の消費支出は１世帯当たり

25万2,017円。物価変動を除いた実質で前年同月比16.2％減少。

７日 内閣府５月景気動向指数、４カ月連続悪化

５月の景気動向指数（CI、2015年＝100、速報値）で、景気の現状

を示す一致指数は前月比5.5P下落の74.6と４カ月連続の悪化。

８日 内閣府６月景気ウォッチャー、２カ月連続改善

６月の景気ウォッチャー調査で、景気の現状判断指数（DI）は経済

活動再開により前月比23.3P上昇の38.8と、２カ月連続の改善。

９日 日銀７月地域経済報告、全９地域景気判断下方修正

７月の地域経済報告は、新型コロナウイルス感染症の

影響から、４月に続き全９地域の景気判断を下方修正。

15日 ６月訪日客数、９カ月連続前年同月割れ

観光庁によると、６月に日本を訪れた外国人の数（推計値）は

2,600人と、入国制限の影響から９カ月連続前年同月を割った。

16日「Go To トラベル」事業、東京発着を除外して実施

政府は国内旅行需要喚起策「Go Toトラベル」事業について、首都圏で

の新型コロナウイルス感染拡大を受け、東京発着旅行を対象外とした。

20日 ６月貿易統計、輸出前年同月比26％減少

財務省の６月の貿易統計（速報）では、輸出は前年同月比26.2％減

の４兆8,620億円、輸入は前年同月比14.4％減の５兆1,309億円。

21日 ６月全国消費者物価指数、前年同月と同水準

総務省による６月の全国消費者物価指数（CPI、2015年＝100）

は、生鮮食料品を除く総合指数が101.6と前年同月と同水準。

22日 内閣府の７月月例経済報告、２カ月連続上方修正

７月の月例経済報告における国内景気の基調判断は「このと

ころ持ち直しの動きがみられる」で、２カ月連続の上方修正。

31日 ６月有効求人倍率、前月比0.09P低下

６月の有効求人倍率（季節調整値）は、新型コロナウイル

スによる経済活動の停滞から前月比0.09P低下の1.11倍。

１日 2020年県内路線価、最高は宮崎市橘通

熊本国税局は県内路線価（2020年１月１日時点）を公表。県

内の最高は宮崎市橘通で、１㎡当たり230千円と前年と同額。

６日 延岡市、シェアサイクルの実証実験開始

延岡市は、環境保護の観点から公共交通機関利用推進の１つとし

て、シェアサイクルの可能性を模索するための実証実験を開始。

８日「アミュプラザみやざき」、2020年11月20日開業

JR宮崎シティは「アミュプラザみやざき」を今年11月20日に開業す

ると発表。今回で91店舗が公表され、残る５店舗は今後発表される。

10日 県、観光活性化へ「宮崎⇔大分おとなり割り」を助成

県と大分県は経済対策として、両県民の「宮崎⇔大分おとなり割り」旅行

に対し、宿泊費１人１万円以上につき５千円などの助成を行うと発表。

12日 高千穂町、ツアーガイド育成講座開講

高千穂町は、世界農業遺産をテーマに訪日する外国人観光客向け

のツアーガイド育成に取り組む。講座は12月まで月１回開催予定。

15日 宮崎市、コロナ第２波に備え約27億円の補正予算案

宮崎市は、新型コロナウイルス第２波対策重視の本年度一般会

計補正予算案総額26億9,613万円を22日の臨時市議会へ提案。

15日 「アジア・ゴルフ・ツーリズム・コンベンション 2021」本県で開催

県は、アジア最大規模のゴルフ関連商談会「アジア・ゴルフ・ツー

リズム・コンベンション 2021」を来年本県で開催することを発表。

16日 県、地域経済回復など約166億円の補正予算案

県は、地域経済回復や新型コロナウイルス対策を盛り込んだ今年度

一般会計補正予算案約 166 億円を 20 日からの臨時県議会へ提案。

16日 県内13機関、「宮崎県未来成長企業」28社を選定

県内産学金労官13機関で構成する県企業成長促進プラットフォー

ムは、地域経済の牽引役に成長が期待される企業28社を選定。

17日 ７月大雨被害、県内被害額約75億円

県は、７月に入って降り続いた大雨による被害額が、公共土木

施設や農林水産関連など、総額75億2,108万円（速報値）と発表。

20日「Uber Eats（ウーバーイーツ）」、来月本県初上陸

スマートフォンアプリを使用した料理宅配サービスの「Uber 

Eats」が、８月６日から宮崎市の一部地域でスタートする。

21日 本県の物価水準、全国で最安価

県は、2019年の10大費目別消費者物価地域差指数（全国平均

100）を発表。本県の総合指数は96.0と２年連続で全国最安値。

28日 生活雑貨店「東急ハンズ」、宮崎初出店

JR宮崎シティは、生活雑貨店「東急ハンズ」が「アミュプラザみや

ざき（うみ館３階）」に出店すると発表。売り場面積は約 1,400㎡。

30日 県、接待を伴う飲食店の休業要請を県全域に拡大

県は、県内で新型コロナウイルスの感染が拡大するのを受け、接

待を伴う飲食店に対する休業要請を県全域に拡大すると発表。


